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ブルガリア月報【２０１９年５月】 

令和元年７月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【内政・社会】 

・２６日，欧州議会選挙が実施された。ブルガリアが有する１７議席の内訳は，与党ＧＥＲＢ６，

社会党５，「権利と自由のための運動」３，ＶＭＲＯ（連立与党）２，民主的ブルガリア１とい

う結果となった。 

・１４日，ＥＵ基金により建設されたゲストハウスの不正利用問題を背景に，ポロジャノフ農業・食糧・

森林相が辞表を提出。後任には，タネヴァ前農相が就任した。 

【外 政】 

・５日－７日，フランシスコ・ローマ法王がブルガリアを訪問した。 

・１２日，ラデフ大統領は北マケドニアを訪問し，ペンダロフスキ北マケドニア大統領の就任式に

出席した。 

・１９－２０日，マース独外相がブルガリアを訪問した。 

【経 済】

・１９日，ゴラノフ財相は，ブルガリアの債務額はＥＵ内で３番目に低く，対ＧＤＰ比は前年から

３ポイント下がり２２．６％となったと発表。

・２２日，ブルガリア，ギリシャ両首相がＩＧＢガスインターコネクター起工式に出席。

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

二国間関係 

◆デュッセルドルフで「日本・ブルガリア・ビジネ

スフォーラム」を開催 

２９日，在ブルガリア日本国大使館は，デュッセル

ドルフ日本商工会議所，ジェトロ・デュッセルドルフ

事務所，ジェトロ・ウィーン事務所との共催で，デュッ

セルドルフの日本企業らを対象に「日本・ブルガリ

ア・ビジネスフォーラム」を開催した。フォーラムには，

イヴァノヴァ経済副大臣や投資庁の主任専門官を始

めとするブルガリア政府関係者，ブルガリア商工会

議所，ブルガリアの自動車やＩＴセクターの代表者，

ブルガリアでビジネスを成功させている日本企業の

代表者が参加し，低い諸税率，能力が高い人材が

比較的低賃金で雇用できる労働市場など，ブルガリ

アでビジネスを行うメリット等について様々な視点か

ら解説した。３０日には経済省から同フォーラム実施

に関しプレスリリースが発出された。 

欧州議会選挙 

◆欧州議会選挙最終結果

２６日に行われた欧州議会選挙の結果は次のと

おり。ブルガリアの欧州議会議席数は１７。 

［ＧＥＲＢ］（欧州人民党（ＥＰＰ）） 

得票率 ３１．０７％ 

獲得議席数 ６ 

［社会党（ＢＳＰ）］（社会民主進歩同盟（Ｓ＆Ｄ））

得票率 ２４．２６％ 

獲得議席数 ５ 

［権利と自由のための運動（ＭＲＦ）］（欧州刷新グ

ループ（ＲＥ）） 

得票率 １６．５５％ 

獲得議席数 ３ 

［ＶＭＲＯ］（（欧州保守改革同盟（ＥＣＲ）） 

得票率 ７．３６％ 

獲得議席数 ２ 
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［民主的ブルガリア］ 

得票率 ６．０６％ 

獲得議席数 １ 

 

内政 

◆人気ショー番組の終了 

６日，当地の民放局ｂＴＶで約１９年に亘り放映さ

れている人気トークショー番組「スラヴィ・ショー」

の司会者であるスラヴィ・トリフォノフ氏が，ｂＴ

Ｖとの契約更新期限となる本年７月末で同番組を終

了する旨を発表。スラヴィ氏は，その理由について，

無条件の意見表明の自由があってこそ，自分とその

チームはメディア界での存在価値がある等と述べた。 

なお，スラヴィ氏は，番組内で現役首相を始め大物

政治家をゲストに招き，時事ネタで鋭く突っ込む等

当意即妙なやり取りで人気があった司会者である。

同氏は，これまでも選挙制度改正のための国民投票

を主導する等，政治的な活動にも関心を見せている

が，番組終了後の予定については何も語っていない。 

 

◆ゲストハウス問題による農相の辞任 

１４日，ＥＵ地域発展プログラム（以下，ＥＵ基金）

の財政支援により建設されたゲストハウスの不正利

用問題を背景に，ポロジャノフ農業・食糧・森林相

はボリソフ首相に辞表を提出。１５日，国民議会に

おいて，ポロジャノフ農相の辞任及びタネヴァ新農

相の任命が承認された。タネヴァ農相は第２次ボリ

ソフ内閣で農相を務めた経歴を有する。 

当地では，農業省の管轄下にある国家農業基金によ

るＥＵ基金の濫用が４月中旬より連日報じられてい

た。また，ＥＵ基金濫用問題とは別に，ポロジャノ

フ前農相の所有不動産の申告に問題があることが汚

職対策委員会により確認されていた。 

 

外交 

１．対トルコ関係

◆当地トルコ大使のブルガリアにおけるトル

コ語学習奨励に関する発言 

１１日，ブルガリア南部カルジャリ市で開催さ

れたトルコ資本の自動車部品製造企業「Teklas 

Bulgaria」の工場開所式において，ウルソイ駐ブ

ルガリア・トルコ大使は，ブルガリアにおけるト

ルコ投資の規模はトルコ語の読み書きができる人

材の数に依拠しているため，ブルガリア政府に対

し，学校教育におけるトルコ語学習により一層注

力することを求めると述べた。 

１３日，ザハリエヴァ副首相兼外相はウルソイ

大使を外務省に召喚し，１１日の同大使の発言に

関し説明を求めた。外務省は同大使の発言は政治

的に受け入れがたく，善隣友好，地位的平等，相

互尊敬及び内政不干渉の根本的原則に基づく二国

間関係の維持に鑑みてブルガリアの期待に添うも

のではないとの立場を表明した。さらに，ブルガ

リアにおけるトルコ投資の増加はトルコ語学習と

関連づけられるものではなく，むしろブルガリア

の公用語を考慮し，スタッフのブルガリア語習得

を支援するほうが理に適っていると指摘した。

ウルソイ大使は，自身の発言は報道によって誤

って解釈されたものであり，ブルガリア市民に対

するトルコ語学習の義務教育化を促す発言ではな

いとした。また同大使は，ブルガリアに対する内

政干渉を行う考えはないとし，ブルガリアとの友

好的・互恵的関係の進展に務めると述べた。



２．対バルカン諸国関係

◆ラデフ大統領の北マケドニア訪問 

１２日，ラデフ大統領はペンダロフスキ北マケ

ドニア大統領の就任式に出席し，同大統領と会談

した。 

ラデフ大統領は，ブルガリアは北マケドニアの

欧州への道のりを見守り，ＥＵ加盟基準を満たす

努力を支持するとし，隣国の欧州統合はブルガリ

アにとって大きな意味を持つと述べた。さらに同

大統領は，両国はバルカン諸国の中で最も近く，

両国の人々は共通の歴史，文化，宗教及び言語を

共有しているとした。 

 ラデフ大統領は，両国の歴史・教育問題に関す

る学際的専門合同委員会の活動はより活発かつ広

範囲に行われるべきであり，期限を設けてはいな

いものの，際限なく継続すべきではないとした。
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同大統領はその理由を，いつか北マケドニアがＥ

Ｕの正式加盟国となった時，問題を生じさせるよ

うな懸案が残っていてはＥＵ加盟国としての精神

に反するからだとした。さらに同大統領は，同合

同委員会が遅れを取り戻し，活発に活動すること

を期待するとした。 

ラデフ大統領はペンダロフスキ大統領のブルガ

リア訪問を招請した。



３．二国間関係

◆マース独外相のブルガリア訪問

１９－２０日，マース独外相はザハリエヴァ副

首相兼外相の招待によりブルガリアを公式訪問し，

ボリソフ首相及びザハリエヴァ外相と会談した。

ボリソフ首相との会談で両者は，緊密な政治対

話及び貿易・投資における戦略的パートナーシッ

プを強調し，二国間協力は良好であるとした。２

０１８年の二国間貿易は８１億５３００万ユーロ

に到達し，前年比１１．８％の伸びであった。ま

た独からブルガリアへの投資額は合計１億５３７

０万ユーロとなった。機械・電気工学及びＩＴ系

製品を中心とした二国間貿易の拡大，西バルカン

諸国の安定及び欧州統合，ＥＵの域外国境管理，

エネルギー安全保障等についても意見を交換した。 

ザハリエヴァ外相は会談において，独は常にブ

ルガリアの戦略的同盟国かつ主要貿易相手国であ

るとした。ブルガリアにおける大規模投資の３分

の１は独投資であり，現在，約５，０００社の独

企業がブルガリアに展開している。２０１８年の

二国間貿易は１９５０年以来最大規模となり，ブ

ルガリアがわずかに黒字であった。

ザハリエヴァ外相は，西バルカン諸国に関する

ブルガリア政府と独政府の協力について話し合っ

たとし，独のバルカン地域への支援に謝意を表明

した。マース外相は，ブルアリアはＥＵのバルカ

ン地域への拡大における重要なパートナーであり，

アドバイザーであるとした。

マース外相は，イラン・米関係の緊張化につい

て懸念を表明し，独は中東危機の政治的解決のた

めあらゆるオプションを模索するとした。両外相

はＥＵ・トルコ関係についても話し合った。



４．その他

◆フランシスコ・ローマ法王のブルガリア訪

問

５日－７日，フランシスコ・ローマ法王はブル

ガリアを訪問し，ラデフ大統領，ボリソフ首相，

ネオフィト・ブルガリア正教会総主教等とそれぞ

れ会談し，聖アレクサンダル・ネフスキー寺院訪

問，ミサ（Holy Mass），ヴラジデヴナ難民センタ

ー訪問，ブルガリア南部ラコフスキ訪問，平和へ

の祈り等を行った。ローマ法王のブルガリア訪問

は２００２年５月のヨハネ・パウロ２世以来１７

年振り。 

５日，フランシスコ法王は空港にてボリソフ首

相の出迎えを受け，会談を行った。同首相は，ア

ルゼンチンの法王の祖母が幼き法王にブルガリア

のヨーグルトを与えていたことに鑑み贈呈品にヨ

ーグルトを選んだとし，実際に法王はヨーグルト

を以て初めて「ブルガリア」という言葉を聞いた

と述べた。 

５日，大統領府前広場で行われたスピーチにお

いて，フランシスコ法王は，東西及び南北世界の

架け橋としてのブルガリアの役割に焦点を当てた

スピーチを行い，ブルガリアの多様性を賞賛した。

また法王は，ブルガリアの人口問題に言及し，数

百万人の人々がより良い生活を求めて国外へ流出

し，同時に戦争・紛争から逃げてきた人々の流入

に直面しているとした。さらに法王は，若い世代

が自国に留まり質の高い生活を送るための環境作

りに関する努力を奨励するとし，同時にブルガリ

アのドアをノックする人々に対し目を閉じないよ

うにしてほしいと述べた。 

５日，フランシスコ法王及びネオフィト総主教

は，キリスト教会の統一について意見を交換した。

ネオフィト総主教は，正教会とカトリックの教義

には相違があるが，自らの信仰に妥協しない異な

る信仰の指導者と会うことは常に喜ばしいもので

あるとした。法王は，ネオフィト総主教に対し，

ブルガリアにおけるカトリック教徒の増加につい



 ４ 

て謝意を表明し，これにより正教会及びカトリッ

ク教会の対話を前向きに進めることができるとし

た。 

５日夕方，ソフィア市中心部の屋外特設会場に

おいて約１時間半のミサが執り行われ，政府要人，

外交団，市民団体等国内外から７，６００人以上

が出席した。ミサに際し，フランシスコ法王はボ

リソフ首相から贈られた肩衣を身につけた。 

６日夕方，ソフィア市中心部の独立広場におい

て，宗教を超えた平和への祈りの集会が開催され

た。同集会には，アルメニア教会，イスラエル中

央宗教評議会，イスラーム教団体及び統一福音教

会からそれぞれ代表者が参列した。ボリソフ首相，

外交団，市民団体及び数千人の市民が出席したが，

ネオフィト・ブルガリア正教会総主教は出席しな

かった。 
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経済

１．マクロ経済 

◆第１四半期の居住用家屋新築件数が２０．

５％増 

３日の国家統計局発表によれば，２０１９年第１四

半期の居住用家屋の新築件数は前年同期比で２０．

５％増となった。また，行政機関の庁舎の新築は，

件数では５．６％減少したものの，延べ床総面積で

は３５．９％増で，その他のカテゴリーの建物の新築

については，件数及び延べ床総面積ともにそれぞ

れ３７．９％及び３３．７％の増加であったという。 

 

◆欧州委員会報告書予測：ブルガリア経済は

緩やかに回復 

７日に欧州委員会の経済・金融総局が発行した「欧

州経済予測２０１９年春」によれば，ブルガリアの経

済成長は，海外での需要の衰え，労働力不足，消費

意欲の減少などによってやや抑制的になるものの，

今後回復すると予測されるという。同報告書は，実

質ＧＤＰ成長率は，２０１８年に３．１％であったが，１

９年は３．３％，２０年は３．４％と予測。また，国内需

要は個人消費がより緩やかになるため遅いペース

にはなるものの拡大し，また，労働市場の好調は実

質賃金の上昇を通じて家庭支出を支えると予測。イ

ンフレ率は，２０１９年には２％，２０年には１．８％に

下降し，失業率は，２０１８年には５．２％であったが，

更に史上最低レベルまで下がると予測する（１９年

５％，２０年４．８％）。財政収支は，２０１９年にはＧ

ＤＰ比０．８％の黒字，２０年には同比１％の黒字と

の予測。 

 

◆副首相が経済改革に関するアイデアをブロ

グにアップ 

１５日，ドンチェフ副首相は，自身のブログに同副

首相個人の考えとして，経済改革のアイデアをアッ

プした。同副首相が提唱する改革案は次のとおり。 

・経済成長へのインセンティブとしての科学，技術，

イノヴェーションの発展。 

・効率性の向上を目的とした経済と産業のデジタル

化。 

・全国各地の経済発展を促進することを目的とした

新しい産業インフラの創設。 

 

◆第１四半期の平均賃金は１，２０８レヴァ 

１５日，国家統計局は，第１四半期の平均賃金は

前期比３．２％増の１，２０８レヴァであったと発表し

た。賃金上昇率が最も高かった部門は，不動産（１１．

４％），その他の業種（７．８％），管理・サポートサー

ビス（６．４％）であるという。 

 

◆第１四半期の貿易状況 

１４日，国家統計局は，第１四半期の輸出が前年

同期比で８．９％増，輸入は前年同期比で３．５％増

であったと発表した。非ＥＵ加盟国への輸出は１３．

４％増で，伸び率が高かった産品は，動物性・植物

性油脂（５５％），食品・家畜（４３％）であったという。
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非ＥＵ加盟国でブルガリア製品の最大の市場は，ト

ルコ，中国，セルビア，米国，ロシア，北マケドニア。

非ＥＵ加盟国からの輸入は１１．２％増で，高い伸び

率はノンアルコール・アルコール飲料，たばこ（５

３％），食品・家畜（２５％），鉱物燃料・原油（２５％）。

ＥＵ加盟国とは，輸出が７％増，輸入が０．５％減と

なった。最大の貿易相手国は引き続き独であるとい

う。 

 

◆外国人の短期季節労働者の登録数が大幅

増 

１５日，労働・社会政策大臣は，本年１月１日から５

月１５日までに，９０日以内の短期労働者として登録

された外国人数は２，０３０名であったと発表した。こ

れは前年同期比で約２倍の値。最も多かったのはウ

クライナ人であるという（１，４７０名）。 

 

◆４月の失業率は５．６％ 

１５日，国家統計局は，４月の失業率が前月比で０．

３％減の５．６％であったと発表した。 

 

◆第１四半期のＧＤＰ総額が３．４％増 

１５日，国家統計局は，本年第１四半期のＧＤＰ総

額が前年同期比で３．４％増加したと発表した。 

 

◆ブルガリアの債務額はＥＵ内で３番目の低さ 

１９日，ゴラノフ財相は，ブルガリアの債務額はＥＵ

内で３番目に低く，その対ＧＤＰ比は前年から３ポイ

ント下がり２２．６％であったと述べた。これは，ＥＵ

内ではエストニア，ルクセンブルグに次いで低い債

務額だという。 

 

◆中銀がインフレ率上昇を予測 

２３日，中央銀行は，２０１９年のインフレ率を４％

に達すると予測した。当初，中銀はインフレ率を２．

２％と予測していた。インフレ率上昇の主な要因は，

世界的な食糧価格の上昇傾向にあるという。 

 

 

 

２．経済政策，産業 

（１）エネルギー関連 

◆小規模電力生産者の電力販売に係るエネル

ギー法改正案が第二読会で可決 

１０日，議会は，エネルギー法改正案を第二読会で

可決した。改正の目的は，エネルギーの自由市場

の機能改善にあるという。この改正法案の主な点は

次のとおり。 

・１ＭＷ～４ＭＷの小規模電力生産者が生産電力を

エネルギー取引所で販売することが義務づけられ

る。 

・電力輸出に課された送電・ネットワークアクセス料

金が撤廃される。 

・スマートメーターの導入 

 

◆ＩＧＢガスインターコネクターのパイプ供給及

び建設業者が決定 

１３日，ギリシャ・ブルガリア・ガスインターコネクタ

ー（ＩＧＢ）建設プロジェクト企業ＩＣＧＢは，パイプライ

ン供給企業がコリンス・パイプワークス・インダストリ

ーＳ．Ａ．になると発表した。契約額は５８．２百万ユ

ーロという。 

また，１４日，ＩＣＧＢは，ＩＧＢの設計・調達・建設に

係る公共調達の契約相手がギリシャのＪ＆Ｐ ＡＶＡ

Ｘ Ｓ．Ａ．に決定したと発表した。この公共調達の予

定額は１４５百万ユーロ。 

 

◆電力輸出量が大幅増加 

１５日，エネルギー省は，本年１月１日～５月１２日

までの電力輸出が前年同期比で４２．２７％増加した

と発表した。 

 

◆エネルギー相が今後のエネルギー政策等を

提唱 

１７日，ブルガリア・エネルギー鉱業フォーラム（Ｂ

ＲＥＦ）主催の第８回地域エネルギー会議の開会式

に出席したペトコヴァ・エネルギー相は，「ＥＵ加盟国

として，ブルガリアはエネルギー分野におけるＥＵの

原則的目標及び優先課題に足並みをそろえていく」

と述べ，エネルギー市場の機能維持，エネルギー安
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全保障の確保，エネルギー効率化促進のための措

置，脱炭化酸素経済への段階的な移行などを挙げ

た。 

マリッツァ・イースト第２火力発電所について，同相

は，同発電所の排煙脱硫のために過去１２年間に１

０億レヴァ以上が投じられ，同様の措置がマリッツァ

盆地の他の２つの火力発電所やその他の石炭火力

発電所にも講じられると述べた。また，同相は，国内

には今後６０年間の火力発電をまかなえる石炭があ

ることに言及し，今後も石炭火力による発電を継続

するとし，脱炭化酸素経済への移行は前進させるが，

その移行は段階的なものでなければならないと述

べた。 

同相は，ベレネ原発建設プロジェクトの戦略的投資

家選定手続に係る公示文が５月末又は６月初めにＥ

Ｕ公式雑誌に掲載されることに期待を表明した。 

また，ＢＲＥＦ所属のエネルギー専門家が会議の中

でブルガリアのエネルギーセクターの債務は５０億

レヴァに達し，そのうち４０億レヴァは国営エネルギ

ー会社（ＮＥＫ）が，また，８億レヴァはマリッツァ・イ

ースト第２火力発電所が抱える債務であると指摘し

たことに対し，同相は，そのような数値には根拠が

ないと述べ，ＮＥＫの債務はすでに最小限まで減少

したと述べた。 

 

◆ＥＳＯが電力網拡張計画を策定 

２０日付「モニター」紙は，電力システム・オペレー

ター（ＥＳＯ）がＥＵ共通の利益に合致する５つのプロ

ジェクトを策定しているとのペトコヴァ・エネルギー相

の発言につき報じた。送電網の総延長距離は４６７ｋ

ｍ，経費は２億４，５００万ユーロであり，ＥＳＯは現

時点でＥＵから１億２００万ユーロの助成金を得ると

いう合意に達しているという。 

 

◆ＩＧＢガスインターコネクターの起工式開催 

２２日，ボリソフ首相及びギリシャのチプラス首相

は，両国国境のブルガリア側にあるキルコヴォ村で

ギリシャ・ブルガリア・ガスインターコネクター（ＩＧＢ）

のパイプライン建設工事の起工式に出席した。 

ＩＧＢは全長１８２ｋｍで，そのうちブルガリア領内部

分は１５０ｋｍ，輸送能力は年間３０億～５０億立方メ

ートル，プロジェクトの経費は２億２，０００万ユーロ

相当である。ＩＧＢによりブルガリアはトランス・アドリ

ア・パイプラインを経由してのアゼルバイジャン産天

然ガスや，今後建設されるギリシャのアレクサンドロ

ポリスのＬＮＧターミナルから米国，カタール，アル

ジェリア，イスラエル，エジプトなどからのＬＮＧを輸

入することができるようになる。ボリソフ首相は，ＩＧ

Ｂは南ガス回廊における重要プロジェクトの一つで

あると指摘した。 

 

◆再生可能エネルギー利用，エネルギー効率

改善等のために３，３００万ユーロを受領 

２２日，エネルギー省は，再生可能エネルギー・エ

ネルギー効率・エネルギー安全保障のための新プ

ログラムの下で３，３００万ユーロを受領することに

なると発表した。資金は「欧州経済圏ファイナンス・メ

カニズム２０１４－２０２１」から拠出されるという。最

初の事業は，地方自治体レベルのインフラの修理・

現代化のためのもので，予算は８２０万ユーロ，さら

に３５０万ユーロが水力エネルギー源の効率的な利

用に充当されるという。その他，３４０万ユーロが暖

房・冷却のための地熱エネルギーの利用に充てら

れるという。産業界におけるエネルギー効率改善及

び地熱エネルギーの利用のための予算は総額１，０

７０万ユーロ。 

 

◆ベレネ原発の戦略的投資家手続が正式開始 

２３日付ＢＴＡ通信は，ベレネ原発建設プロジェクト

の戦略的投資家を選定するための手続が５月２２日

に『欧州連合公式ジャーナル』に掲載されたとエネ

ルギー省がプレスリリースで発表したと報じた。参加

者による申請提出期限は，掲載日から９０日間，選

定手続完了期限は１２か月間であるという。 

プレスリリースによれば，ブルガリア及び外国の法

人並びにそれら法人による連合体が，選定手続へ

の参加，さらにプロジェクト実施企業の少数株の取

得を行うことができる。 

２３日付「２４チャーサ」紙が報じた同プロジェクトの

概要は次のとおり。
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・政府によるプロジェクトへの参加の様態は現物支

給での貢献。

・国営電力会社（ＮＥＫ）が建設及び稼働における議

決阻止権を確保する。

・プロジェクトは市場原則に則って遂行され，電力購

入合意，国家保証，市場原則に基づかないその他

の保証は行わない。

・限界経費は１００億ユーロ。

・稼働開始期限は，投資家間で合意書に署名が行

われた時から１０年以内。

・地元企業にプロジェクトへの参加を認める。

 

◆エネルギー規制当局が次期の電力料金の値

上げを提案 

２８日，エネルギー・水規制委員会は，次期の電力

料金の値上げ案を同委員会のサイトに掲載した。同

案は，６月４日の公聴会で検討されることになる。同

委員会の提案によれば，家庭用電力料金は平均３．

４８％値上げされることになる。 

 

◆ＣＥＺのブルガリア資産売却は同社の新戦略

の一環 

２８日付当地各紙は，「Ｈｏｓｐｏｄａｒｓｋｅ Ｎｏｖｉｎｙ」紙

に掲載されたＣＥＺ社長のインタビューを引用したロ

イター報道を更に引用し，同社の新戦略の一環とし

て近年中にブルガリアから撤退することを検討して

いると報じた。同社は，ブルガリアだけでなく，ルー

マニア，トルコ，ポーランド市場からも撤退すること

になるという。 

 

◆セルビア向け新規ガスパイプラインの建設業

者が決定 

２８日，ブルガルトランスガスは，将来的にトルコス

トリーム・ガスパイプラインへの連結が想定されてい

るプロヴァディア（ブルガリア北東部）からセルビアと

の国境へと伸びるガスパイプラインの建設業者とし

て，ＤＺＺＤガス開発・拡張コンソーシアム（伊，独，

ルクセンブルグの企業で構成）を選定したと発表し

た。建設プロジェクトは約１１億２００万ユーロ（ＶＡＴ

抜き）相当という。 

当初，この入札ではサウジアラビアのＡｒｋａｄコンソ

ーシアムの優位が伝えられていたが，必要書類を

期限内に提出できなかったという。これに対し，当初

の提示額が高額だったＤＺＺＤコンソーシアムは，５

月１７日に当初の提示額を３１．５％値下げした金額

を再提示したことにより，Ａｒｋａｄコンソーシアムの提

示額をわずかに下回ったという。

建設プロジェクトの実施期間は６１５日間で，建設さ

れる総距離４７５ｋｍのパイプラインのうち最初の３０

８ｋｍは２５０日間での完成が期待されている。 

 

◆ブルガリア向けＬＮＧが米国から到着 

３１日，エネルギー省は，９，０００万立方米のブル

ガリア向けＬＮＧが米国から輸送され，３０日遅くに

ギリシャに到着したと発表した。同ＬＮＧの価格はこ

れまで購入してきた天然ガスよりも競争力があり安

価だという。このＬＮＧは，ブルガルガスとオランダ登

録のＫｏｌｍａｒ社との間で競争力のある価格で締結さ

れた契約に基づいて輸送された。ペトコヴァ・エネル

ギー大臣は，ガス供給源及び輸送ルートの多角化

に向けた取組における重要な一歩前進であると指

摘した。 

今般の９，０００万立方米のＬＮＧは，２０１９年第２

四半期分の輸入契約に基づき米国のＣｈｅｎｉｅｒｅ Ｅ

ｎｅｒｇｙ社により生産された。第３四半期には，Ｋｏｌｍ

ａｒ社は，Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ社が生産する約５，００

０万立方米のＬＮＧを輸送するという。輸送を担当す

るＫｏｌｍａｒ社は，さらに５億立方米のＬＮＧ輸送に係

る５年契約の締結にも関心を表明したという。 

ブルガルガスのパヴロフＣＥＯは，「我々は天然ガ

ス市場を注視しており，ロシア産ガスよりも安価でガ

スを輸入できることを発見した」と述べ，ブルガリア

のガス消費者は，次の冬には新たなガス輸送の効

果を実感することができるであろうと述べた。 

 

（２）運輸，インフラ 

◆ソフィア空港コンセッション：仏＝トルコ・コン

ソーシアムが最高額のコンセッション料を提示 

７日，ソフィア空港コンセッション入札に参加した５

つのコンソーシアムの入札価格が公開の場で開札
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された。結果，仏のＡｅｒｏｐｏｒｔｓ ｄｅ Ｐａｒｉｓとトルコの

ＴＡＶ Ｈａｖａｌｉｍａｎｌａｒｉ Ｈｏｌｄｉｎｇによるコンソーシア

ムが最も高い年間コンセッション料（３，２８２万ユー

ロ）を提示しトップに躍り出た。第２位はＵＢＢコンソ

ーシアム・ソフィア・エアポートＪＶ（２，６５０万ユー

ロ），第３位はＳＯＦコネクト・コンソーシアム（２，４５

０万ユーロ），第４位はフラポート・ブルガリアＥＡＤ

（２，１００万ユーロ），最下位は英マンチェスター・エ

アポート・グループ率いるヴィトーシャ・コンソーシア

ム（２，０００万ユーロ弱）であった。 

入札は価格面が５５％，技術面が４５％の比重で

評価される。運輸副大臣が議長を務めるコンセッシ

ョン実行委員会による契約候補者の決定内容は，競

争保護委員会に送付され審査されることになる。ジ

ェリャスコフ運輸相は，コンセッション実行委員会は

あと１か月ほど各種手続に従事することになると指

摘した。 

 

◆ＥＵ資金による道路建設プロジェクトの監査

を実施 

８日付各紙は，欧州監査局がブルガリア，チェコ，

ポーランド，スペインにおいてＥＵ資金により実施さ

れた道路建設プロジェクトの監査を実施すると報じ

た。監査対象となるのは，２００７～２０２０年までの

道路・鉄道連結プログラム（総予算８２０億ユーロ）

の資金により建設された道路で，監査局は，当該資

金が人々の移動の改善を然るべくもたらしたかどう

かを調べるという。 

 

◆大型トラックに対する通行料金徴収システム

の導入 

１４日，運輸７団体は，３．５ｔ以上の大型トラックに

対する電子的通行料金徴収システムの正式導入前

に６か月間の試験導入期間を設けるよう求めること

で一致団結した。現時点で同システムは８月１６日

に正式導入される計画である。 

翌１５日，ナンコフ地域発展副大臣は記者会見で，

１５日に運輸業界とボリソフ首相の会合が行われる

と述べた。同システム導入が延期されるかどうか，

及び，徴収料金が引き下げられるかどうかはその会

合の後に明らかになるであろうと発言したという。 

 

◆国営鉄道は旅客・貨物部門ともに赤字 

１５日，ブルガリア国営鉄道（ＢＤＺ）は，本年第１四

半期は旅客部門及び貨物部門ともに赤字を計上し

たと発表した。報道によれば，ＢＤＺの車両の半数以

上が運行されておらず，遅延時間は年間で４３万分

に及んだという。他方，両部門の親会社であるＢＤＺ

ホールディングは第１四半期に２１０万レヴァの利益

を計上したという。報道によれば，旅客部門の赤字

の主な原因は，巨額の電力コストと人件費，旅客の

減少であるという。 

 

◆首相がヘムス自動車道路建設工事を視察 

１７日，ボリソフ首相は，ヘムス自動車道路の建設

工事の進捗状況を視察した。その際，同首相は，先

般議会で成立した国有財産法改正法案は，公共事

業の遅延をなくすことが目的であり，同改正法案に

対し大統領が拒否権を行使しないよう願う，ヘムス

自動車道路が完成すれば，ブルガリアのＧＤＰは最

低でも１０％増加すると述べた。また，３．５ｔ以上の

トラックに適用される電子通行料金徴収システムの

導入について，同首相は，道路建設経費をまかなう

ものとして必要な制度であると指摘した。 

同首相は，ヴェリコ・タルノヴォ＝ルセ自動車道路

の２区間の建設工事も本年８月に開始され，そのた

めの予算も確保されていると指摘した。 

 

◆ソフィア空港コンセッション入札者の提案内

容 

２０日付「２４チャーサ」紙は，ソフィア空港コンセッ

ション入札手続参加者からの提案内容について詳

報している。主な点は次のとおり。 

・全入札者が５億５，０００万レヴァの初期費用の支

払及び新ターミナルの建設を提案した。 

・提供される年間コンセッション料の比重は，スクリ

ーニングが５５％，残り４５％が投資，開発，旅客輸

送，新ターミナル建設に充当される。 

・Ｖｉｔｏｓｈａ Ｃｏｎｓｏｒｃｉｕｍ（英マンチェスター・エアポ

ート，中ＢＣＥＧＩ Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ）は，①１，０００万
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ユーロ以上（コンセッション期間のインフレを勘案す

ると１，５００万ユーロ以上）の投資，②３５年間のコ

ンセッション料として６億９，８００万ユーロ以上，③

新（第３）ターミナル稼働までの間，運航キャパシティ

を確保すべく第１及び第２ターミナルを改修する，④

コンセッション期間中の航空事業以外からの収入と

して３億８９０万ユーロ，⑤トロント，シカゴ，上海，北

京，デリーなど海外１５０地点とソフィアを結ぶ航空

ネットワークの構築（ただし，各地点との新路線就航

の確約はない），⑤旅客数は２０１９年の７３０万人

から２０５４年には２，２１０万人に増加。 

・なお，最高額のコンセッション料を提示したのはＡｉｒ

ｐｏｒｔｓ ｄｅ Ｐａｒｉｓ ＴＡＶで（３５年間で１億１，４８０万

ユーロ）同コンソーシアムの投資総額は９億３００万

ユーロだという。 

 

◆ソフィア空港コンセッション入札で英中コンソ

ーシアムが新スタジアム建設を提案 

２３日付「モニター」紙は，英国マンチェスターグル

ープと中国ＢＣＥＧ社によるヴィトシャ・コンソーシア

ムが提示した提案には，新国立スタジアムの建設

が含まれていると報じた。新スタジアムは，欧州サッ

カー協会連盟が定める第４カテゴリーの要件を満た

すものになり，２０２４年の冬季ユース・オリンピック

大会のための会場とすることも可能であるという。 

 

◆鉄道建設入札での中国企業コンソーシアム

の落札を規制当局が撤回 

２８日付「２４チャーサ」紙によれば，競争保護委員

会（ＣＰＣ）は，イフティマン＝コステネツ間区画の鉄

道建設事業（経費総額３億５，４００万レヴァ）の入札

における勝者の決定を撤回した。手続の結果，中国

コミュニケーション建設会社とブルガリアのＴｒａｃｅ－

ＳｏｆｉａによるＢｕｌｒａｉｌ２０１８コンソーシアムが落札業

者として選定されていた。ＣＰＣは，入札手続で次点

となったＳｔｒａｂａｇＧＰＲａｉｌ２０１７からの陳情を受け

て調査を行った結果，同コンソーシアムの落札決定

過程で法令違反があったと判断した。入札手続は，

技術提案の再検討から再度やり直されるという。 

 

（３）ＩＴ 

◆世銀のアウトソーシング・サービスセンター

支援に９４０万レヴァを拠出 

８日付「ゼミャ」紙は，財務省が作成した見積りによ

れば，ブルガリアは世銀のアウトソーシング・サービ

スセンター設立を支援するため２０１９年からの５年

間で総額９４０万レヴァを投資することになると報じ

た。１９年の投資額は１４０万レヴァであるという。 

◆Ｖｉｖａｃｏｍオーナーがアルバニア・テレコムを

買収 

９日付「２４チャーサ」紙は，ビジネスマンのスパス・

ルセフ氏（Ｖｉｖａｃｏｍ，Ｔｅｌｅｌｉｎｋなどのオーナー）及

びエルビン・グリ氏（投資ファンドのＣＥＯ）がアルバ

ニア・テレコムを５，０００万ユーロで買収したと報じ

た。アルバニア・テレコムの新社長には，これまでＶｉ

ｖａｃｏｍのテクニカル・ディレクターを務めたブルガリ

ア人のゲオルギエフ氏が就任するという。 

  

（４）自動車 

◆ハイブリッド車・電気自動車の２０１８年販売

台数は６０％増加 

８日付ＢＴＡ通信は，ユーロスタット及び欧州自動

車製造者協会のデータによれば，２０１８年のブル

ガリアにおけるハイブリッド車及び電気自動車の販

売台数は約２，１００台で，１７年（約１，３００台）との

比較では約６０％増加した。ＥＵ域内全体では，約２

百万台が販売されたという。 

現在ブルガリアで販売されているハイブリッド車及

び電気自動車は１８ブランドで，価格帯は６万～８万

レヴァという。ハイブリッド車及び電気自動車の普及

の障害となっているのは，高価格，販売ディーラー

のインセンティブの欠如，充電所の少なさであるとい

う。 

 

◆ＶＷはラコフスキ経済地域に新工場を設立か 

９日付「スタンダード・ニュース」紙は，プロヴディフ

市と先般ローマ法王が訪問したラコフスキ市との中

間にあるカレコヴェツ村に近い約４００ヘクタールの

用地にフォルクスワーゲン（ＶＷ）の新工場が建設さ

れる可能性が高いと報じた。同用地は，トラキア経
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済地域の一部であるラコフスキ経済地域に所在する。

同紙によれば，新工場の建設地がラコフスキ経済地

域となるかトルコのイズミールとなるかは，今秋に行

われるＶＷの取締役会で決定されるという。投資額

は１４億ユーロで，新工場は２０２２年までに稼働を

開始し，１日１，０００台のシュコダやセアトを生産す

るという。 

 

（５）農業，食品 

◆バラの生産過剰がバラ栽培業・ローズオイル

産業の主要な問題 

２０日，ブルガリア・ローズオイル協会会長は，ブル

ガリア国営ラジオに対し，ブルガリアのバラ栽培業・

ローズオイル産業の主要な問題であると語った。ロ

ーズオイルの価格は非現実的なまでに高騰してい

るが，現在バラ栽培者は原料となるバラ花びらの安

値（１ｋｇ当たり１．５レヴァ）での買い占めに苦しんで

いるという。 

「近年，広大なバラ農園を持つバラ栽培業への新

規参入者が大量に出現したが，その動機は単純に

投機的な理由か，どの国でも儲かるビジネスだから

という理由である」と会長は述べた。 

ブルガリアのラベンダー栽培業でも，同様の生産

過剰問題が更に悪化しているという。 

 

◆ブルガリアはＥＵに１０，３６１t の蜂蜜を輸出 

２０日のユーロスタット発表によれば，２０１８年，ブ

ルガリアはＥＵ加盟国に１０，３６１トン，非ＥＵ加盟国

に３９２トンの蜂蜜を輸出した。ＥＵ加盟国に対する

最大の蜂蜜輸出ＥＵ加盟国はハンガリーで（２万ト

ン），ＥＵ蜂蜜市場の１４％を占める。ＥＵ市場に最も

多く蜂蜜を輸出している非ＥＵ加盟国は中国だという

（８万トン）。ブルガリア養蜂者連盟会長によれば，ブ

ルガリアのＥＵ蜂蜜市場のシェアは１％であるが，そ

の品質の高さで有名であるという。また，同会長は，

ブルガリアの蜂蜜がブランド力を持てば，ＥＵ市場で

自国製品のプレゼンスをより高めることができると

指摘する。 

 

 

４．その他 

◆ＥＵ：ブルガリアのサイバーセキュリティー・プ

ロジェクトに１４０万ユーロ超拠出 

３日，運輸・ＩＴ・コミュニケーション省は，同省が策

定したブルガリアのサイバーセキュリティー関連プ

ロジェクトがＥＵからの資金を受けるとプレスリリー

スで発表した。また，ソフィアにある欧州委員会代表

部は，ブルガリアがサイバーセキュリティー事案へ

の対応のためにＥＵ資金を受け取るのは今回が初

めてであるという，ガブリエルＥＵコミッショナー（デ

ジタル経済・社会担当）の言葉を引用した。ブルガリ

アのプロジェクトに拠出される資金は１４０万ユーロ

超であるという。 

 

◆ＥＵが各国での「汚染者課税」規則の適用状

況を調査 

９日付各紙は，欧州委員会環境総局がブルガリア

産業協会（ＢＩＡ）に対し，ＥＵの「汚染者課税」減速に

従わない国内法を有するＥＵメンバー国に対して行

動を起こすことを厭わないとの内容の書簡を送付し

たと報じた。 

同局からの書簡は，ＢＩＡが同局に送付した，ごみ・

廃棄物の排出量の割合は産業界が３割，家庭が７

割であるのに対し，「汚染者課税」の税負担の割合

は産業界が７割，家庭が３割となっているブルガリア

の現行制度は不公平であると陳情する書簡に対す

る返書だという。同局の書簡では，ＥＵの「汚染者課

税」原則を国内法に適用するための措置はすでに２

０１５年に準備されているのに，それ以降ブルガリア

政府が当該措置を実施していないこと等が指摘され

ているという。ＢＩＡの陳情を受けてすでに同局はＥＵ

各国での原則遵守状況の調査を行ったが，最終的

な結論が明らかになるのは今後であるという。 

 

◆独の富豪投資家が新工場建設候補地を視察 

９日付「トゥルッド」紙によれば，在独ブルガリア大

使館の商務官が，世界的な義足・移植用人工機器メ

ーカーであるＯｔｔｏ Ｂｏｃｋの所有者である独の億万

長者Ｈａｎｓ Ｇｅｏｒｇ Ｎａｅｄｅｒ氏が投資機会を模索す

るためにブルガリアに到着したとＦａｃｅｂｏｏｋに投稿
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した。Ｎａｅｄｅｒ氏はカラニコロフ経済大臣と会談する

ほか，新工場建設候補地としてソフィア＝ボジュリシ

テ経済地域を視察するという。 

また，同日付「２４チャーサ」紙は，カラニコロフ経

済大臣とのインタビューで，同大臣が独の投資家と

会談することに言及し，同投資家がソフィア近くに新

工場を建設することを検討していること，その投資額

は２，５００万ユーロになると述べたと報じた。 

 

◆ブルガリアの出生時平均余命は７４．８歳 

１３日，国家統計局は，２０１６年～１８年の統計に

よるブルガリアの出生時平均余命は７４．８歳であっ

たと発表した。この数値は，２０１５年～１７年期の数

値と同じだという。 

 

◆競争保護委がピレウス銀行の買収を承認 

１３日付け各紙は，競争保護委員会がポストバンク

（ユーロバンク・ブルガリア）によるピレウス銀行の

買収を承認した。買収手続は本年中旬に完了する

見込み。これによりポストバンクは国内第４位のシェ

アを持つことになる。 

 

◆ボリソフ首相がソフィアの小児科病院代表と

会合 

１０日，ブルガリアで唯一のイヴァン・ミテフ小児科

病院の小児科医，看護師が，病気の子供を持つ両

親の支持を得て，イヴァン・ゲショフ大通りを封鎖す

る抗議活動を行った。彼らの要求は，治療費支給の

上限額撤廃，同病院のステータスの変更，賃金の上

昇であった。 

この動きを受けて，１４日，ボリソフ首相は同病院

の代表者と面会した。その面会の後，アナニエフ保

健大臣は記者団に対し，同病院が１，７００万レヴァ

を受領することになると発表。病院側は，首相との

面会では自分たちのすべての要求に耳を傾けても

らえた，緊迫した事態はかなりの部分が解消された

と，会合に満足の意を表明した。 

 

 

 

◆私有地の強制買収手続に関する国有財産法

改正案が可決 

１５日，議会は，私有地の強制買収に係る国有財

産法改正案を可決した。改正は，私有地の強制買収

に係る手続の最適化が目的であるという。同改正法

は，私有不動産の強制買収に関する請求が提出さ

れてから７日間以内に裁判所が仮執行を命ずること

ができると規定（現行では３０日以内）。ただし，同改

正法は，次の条件を満たすことも要求している。 

・買収対象の不動産が，所有者の唯一の住居では

ないこと。 

・買収される不動産がどのように使われるか記載さ

れた詳細な開発計画書の存在。 

・補償金の支払い。 
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ブルガリア内政・外交の動き(５月) 

  在ブルガリア大使館 

  

 

１（水）  

２（木）  

３（金）  

４（土）  

５（日） ★法王フランシスコのブルガリア訪問（－７日）

６（月）  

７（火）  

８（水）  

９（木） ☆ボリソフ首相の非公式ＥＵ首脳会合出席（於：シビウ） 

10（金） ☆ 

11（土）  

12（日） ☆ラデフ大統領の北マケドニア訪問 

13（月）  

14（火）  

15（水）  

16（木）  

17（金）  

18（土）  

19（日） ★マース独外相のブルガリア訪問（－２０日） 

20（月） ☆ニコロヴァ副首相のウクライナ訪問（－２２日） 

21（火）  

22（水） ★チプラス・ギリシャ首相のブルガリア訪問（ＩＧＢ起工式） 

23（木） ★アズレー・ユネスコ事務総長のブルガリア訪問（－２４日） 

24（金） ☆カラヤンチェヴァ国民議会議長一行のバチカン訪問 

25（土）  

26（日） ●欧州議会選挙の実施 

27（月）  

28（火）  

29（水） ●日本・ブルガリア・ビジネスフォーラムの開催（於：デュッセルドルフ） 

30（木）  

31（金）  
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局，中央銀行，財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

GDP成長率 (％) 1.9 0.0 0.5 1.8 3.5 3.9 3.8 3.1 3.4

GDP per Capita (BGN) 10,673 11,229 11,268 11,594 12,340 13,206 14,280 15,363

＜財政収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

財政収支 （million BGN) -1,589.7 -262.5 -296.3 -4,538.1 -1,480.9 131.8 1,182.1 2,148.7

財政収支GDP比 (％ of GDP) -2.0 -0.3 -0.4 -5.4 -1.7 0.1 1.2 2.0

一般政府総債務 (％ of GDP) 27.1 26.2 29.6 25.6 22.6

＜失業者数及び失業率＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May

失業者数 （千人） 342 376 386 351 329 261 232 201 209 205 195 184 175

失業率 （％） 10.4 11.4 11.8 10.7 10.0 8.0 7.1 6.1 6.4 6.2 5.9 5.6 5.3

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May

消費者物価上昇率 （％）（前期比） 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 0.1 2.8 2.7 0.6 0.5 0.1 0.5 0.1

月額平均賃金 (BGN) 686 731 775 822 878 948 1,037 1,135 1,192 1,184 1,247

＜対外債務＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May

政府部門対外債務 (million EURO) 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,552.0 5,986.9 7,228.8 6,343.6 6,132.9 6,103.4 6,089.5 6,013.2

民間部門対外債務 (million EURO) 32,089.8 33,134.6 32,873.4 32,786.4 27,506.6 26,992.6 27,508.6 27,209.9 27,296.7 27,497.9 27,727.1

＜対内直接投資と貿易収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May

対内直接投資 (million EURO) 1,476.3 1,320.9 1,383.7 347.4 2,399.1 1,003.3 2,314.1 1,744.4 -222.9 -123.4 38.3 -54.9

貿易収支（FOB-CIF) (million EURO) -4,688.9 -3,556.6 -2,776.6 -2,622.4 -984.4 -765.8 -2,264.1 -43.6 -204.0 -338.0 -455.6

輸出（FOB） (million EURO) 20,770.2 22,271.5 21,026.3 21,919.4 23,103.6 26,950.0 27,348.3 2,309.4 4,626.3 6,996.9 9,307.1

輸入（CIF） (million EURO) 25,459.1 25,828.1 23,802.9 24,541.8 24,088.0 27,715.9 29,612.3 2,353.1 4,830.3 7,334.9 9,762.6  


